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2みなさんこんにちは、古川です。よろしくお願いい
たします。
今日は、21世紀の「ものづくり」と地域イノベーシ
ョンというテーマでお話するわけですが、これは、本
日の司会をされている原田先生からいただいたもので
あります。内容についてもご希望がありましたので、
その指定に沿って一応準備しました。
一応、４つに分けて考えてみたいと思います。まず、
我が国の製造環境と中小企業の課題。２番目は、中小
製造業企業に対する国の施策がどうなっているか。そ
して、具体的に、私が属します TAMA 、首都圏産業
活性化協会というのが正式名称ですが、その具体的活
動の紹介。最後に、長岡地域へのメッセージなど。こ
の４点についてお話いたします。
１　我が国の製造環境と中小企業の課題
●重要な人口減少問題
まず最初に、日本全体を考えるときには、当然人口
のことを考えなければなりませんので、人口問題につ
いてレビューしておきます。
日本の人口動態については、詳しい調査があります
が、最近、国土交通省で、東京圏、名古屋圏、関西圏
という大都市圏と地方圏に分けて、人口移動の比較を
しております。図に明らかなように、1990年代後半以
降、また東京に一極集中する形になっています。これ
は否めない事実で、致し方ないのですが、これに対し、
地方圏は、長岡も含めて、1995年以降激減する傾向が
出ています。さらに、将来予測を見ますと、全国の人
口は2025年になると、マイナス５％と減少が予測され
ていますが、地方圏はマイナス17％と大幅減になりま
す。これは大変な問題です。特に地方は、非常に厳し
い事態ですね。
これにどういう対策を立てていくか、大問題ですね。
一般的には、少子高齢化のなかで、高齢者の再雇用や
女性労働力の活用などと言われますが、一般論の域を
でません。具体的にどうするか、背景にある第１の問
題ですね。
なお、この人口データは、詳しく国土交通省のホー
ムページをご覧ください。現在、私も入っている国土
審議会で、新しい国土計画を検討しています。これは
通算すると第６次の全国総合開発計画にあたります
が、全総計画から国土計画に変えようと議論していま
す。この国土計画の資料として、人口データも出てい
ますので、是非見ていただきたいと思います。
●新国土計画－分権型国土へ－
では、そのように人口が減少するなかで、どういう
国土計画にするか。現在の全国総合開発計画は４年前
に策定された第５次計画ですが、「21世紀の国土のグ
ランド・デザイン」であります。そこでは４つの戦略
が掲げられています。まず、多自然居住地域の創造、
これは日本全体が自然環境に恵まれた中での居住環境
をつくること。第２に、大都市のリノベーション。つ
まり、東京、大阪、名古屋圏を中心にした大都市を再
活性化する。第４に地域連携軸の展開。これに非常に
ウェイトを置いており、重要です。なぜかというと、
地域について、人口が減少していく中で、どのように
全体の位置づけを担保していくかということになる
と、連携しかありえないからです。したがって、国は、
地域連携軸の展開を大いに進めております。４番目に、
広域国際交流圏の形成があげられています。
当地長岡において、いろいろな計画をたてる場合に
も、こうした国全体の大きい計画に沿ったものでない
と、うまくいきません。例えば、科学研究費補助金な
どにしても、そういう大きな流れにのっていれば、こ
の地域でこういう研究をすべきであるという提案があ
れば、採択される可能性が非常に高いのです。あるい
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3は、あとで申し上げますが、産業経済省の補助金があ
りますが、その補助金を申請するにあたっても、こう
いうバックグラウンドがあった上で、長岡はこう考える
という、きちんとした提案がないと、これは採択され
ないのです。思いつきでは、なかなか採択されません。
ぜひ、「国土のグランドデザイン」をバックグラウン
ドに考えていただきたい。その中でも、地域連携軸を
キーワードとして考えていただきたいと思います。
われわれ国土審議会では、次期の計画を新しい国土
計画にしようと考えて審議してきました。昨年、平成
16年度に国土審議会の改革部会として、『国土の総点
検』を報告いたしました。この基本的考え方は、わが
国のグランドデザインを、北欧４国（スウェーデン、
ノルウェー、デンマーク、フィンランド）のような国
をモデルにした地方分権国をつくっていくという点に
あります。これら諸国は、大体、人口数百万人です。
人口数百万から一千万人くらいを１つの単位にして、
地方分権をおこなう。これを地域ブロックと言ってい
ますが、それはすなわち道州制のことです。道州制の
ことを具体化させる考え方として、北欧４国をモデル
に考える。欧州の中規模国に匹敵する規模とはそうい
う意味であります。
次に、生活圏として人口30万人をひとつのユニット
にしたいという考えを持っています。人口30万人のユ
ニットがあるというのは、どういうことかと言うと、
１時間圏内で大きい病院にかかれる、高度なパブリッ
ク・サービスを受けられる。１時間圏内で大体、生活
上の用事はまかなえるという範囲で、そこにインフラ
も整えられる。それが、人口30万人くらいの規模なの
です。
ところが、先ほど申し上げました人口の減少傾向を
見ますと、20万人都市は、例えば東北地方では仙台を
除くと、無くなってしまう。四国でもなくなってしま
います。20万人を割ってきたときに、ではどうするか。
いかに地域で連携して、人口30万人くらいの規模の地
域をつくり、インフラとして1時間以内に行けるよう
な仕組みをつくるかが大きな問題なのですね。人口30
万人くらいをひとつのユニットにしながら、隣の人口
30万人や50万人の地域とも連携しながら、産業経済の
ベースにするということです。そういう考え方が基本
的にあります。
●地域連携で活性化の戦略を－長岡の方向－
したがって、この長岡でも当然そういう考え方を持
っており、皆さんご承知のよに、長岡市を中心にして、
今年の３月末までの合併法のメリットを活かして、合
併しました。しかし、いまのところ完成には至ってお
りません。田中角栄さんがいた頃は、50万人都市を目
指していましたが、人口が全体的に減少していますか
ら、長岡に50万人都市を単独でつくるというのは非常
に難しい。ですから、やはり連携せざるをえない。
長岡市は30万人都市を目指していますが、平成17年
３月末の合併前は、ご承知だと思いますが、人口は19
万3,000人くらいでした。合併後には、中之島から小国
町まで合併しても、23万7,718人です。来年の追加合併
があっても、30万人には達しないのが現状ですね。こ
れは何か。我々の国レベルの知識ですと、新潟県の考
え方に相当依存していると思います。新潟県は、新潟
市を拡大拡張するけれども、２番目の都市としての長
岡を大きくするという施策を持っていませんでした。
それはなぜかはわかりませんが、新潟県としては、新
潟市の次が長岡市という考えかもしれません。地方分
権の流れや公費削減を含めて、自治体が生存していく
ためには、合併しかありえないということで、合併の
流れができてきているわけですが、これが30万人規模
になると、国で目指しているひとつの生活圏・産業圏・
経済圏のベースになるわけです。これは大変重要なこ
とだと思います。私は部外者ではありますが、30万人
都市が達成されると、いろいろな意味でメリットが出
るし、活性化するのではないかと期待しています。
長岡市の隣は燕・三条ですから、燕・三条との連
携・合併が長い目で見ると必然性があるのかもしれま
せんが、今そういう話題は全くありません。もしそう
であったならば、その前段階として新潟市を考えない
といけない。新潟市は、合併して政令指定都市をめざ
す日本海側の最大の都市であり、日本海側の表玄関で
もあるわけです。したがって、国土審議会の地域連携
軸を念頭に置けば、長岡市は、燕・三条もそうですが、
新潟市との積極的産業経済連携を念頭に置いて計画を
立て、実行していかないと、なかなか独立で、自立し
て経済産業を運営していくというのは難しいのではな
いか。この辺を基軸に考えておいた方がよいのではな
いかというのが、私の国土審議会の目から見た考えで
あります。この辺は、後のディスカッションでもぜひ
ご議論いただきたい。
●東アジアの成長と地域の産業振興戦略
では、人口、国土から産業経済に目を転じるとどう
4か。ご承知のように、中国を中心にした東アジアの経
済産業が急速に伸びている。その中で日本をどうする
か。常々議論されていす。
日本の2010年までの GDP は1.1％、2030年まででも
1.3％の伸びというように、もはや GDP が一挙に増大
することは期待できない。ゆるやかな安定成長期が続
くと見られています。これは当然のことでです。日本
全体の GDP は、1997年に500兆円に達し、一時500兆
円をちょっと切りましたが、また昨年も500兆円にも
どしました。重要なことは、日本全体として500兆円
の GDP を確保することです。１億人の人口で500兆円
の GDP を確保するということは、赤ん坊から老人ま
で含めて一人あたり500万円の GDP をつくるというこ
とです。これは大変なことです。働いている人も働い
ていない人も含めてですから。
その内訳をみると、500兆円のGDPのうち、日本は、
当地長岡のように機械産業を中心とした加工貿易立国
ですから、加工を含めた第２次産業がおよそ30％くら
いを占めます。30％は150兆円です。150兆円が真の富
をつくっていると考えても過言ではない。150兆円の
うち、約70％、100兆円が自動車を含めたいわゆる加
工変換業です。それは500兆円の20％です。残りの
10％、50兆円は建設、土木というインフラ産業です。
しかし、公共事業費はどんどん減っていますから、
10％の50兆円分はどんどん減少する。
そういう流れのなかで、長岡はどうするか。日本全
体の20％を占める製造業の GDP をいかに長岡にもっ
てくるか、これが基本的な経済産業戦略ですね。もち
ろん、ここでお米もつくる、林業もあるのは当然です
が、古くからの機械産業立地があるわけですから、これ
をさらに活かしていくのが重要な観点だと思います。
これに対して、中国、 ASEAN ４カ国さらに NIEs
はどんどん成長している。中国は2020年以降も、年率
８％台で GDP は増えていく。 ASEAN 全体でも数パ
ーセントの成長が続く。やはりアジアの経済発展は今
後も続くのです。そういうアジアが発展する中で、成
熟しつつある日本は、そこといかにリンクし、自分た
ちの GDP を、微増ではあるけれども安定成長させて
いくか。そのなかで長岡としても、同様にいままであ
った古典的な機械産業、古典的な鋳物産業のような、
やや付加価値を失いつつある産業は、どうしても成長
する低賃金の国に流れざるをえない。したがって、違
う付加価値を創出していかないと、長岡の産業は立ち
行かないことになります。
長岡市は、そういう観点から、先ほど申し上げまし
たように、燕・三条や新潟市との地域連携軸をまず積
極的に進め、関東圏の中心としての東京の産業経済の
伸張とリンクし、そのものづくりのバックグラウンド
として長岡あるいは新潟は存在する、そういうきちん
としたシナリオを持つべきだと思います。今朝の日経
新聞には、やっと地方においても景気が底入れし、良
くなりつつあるとありますが、ダントツなのは東海地
方です。これはトヨタ自動車があるからですね。トヨ
タに引っ張られて、全体がよくなっている。新潟、
燕・三条、長岡は、連携でものづくりをするとしても、
これを支えるのは、やはり東京圏ですね。新幹線があ
ってこれだけ近い距離にあるわけです。東京との経済
産業連携があってはじめて、長岡、新潟、燕三条は栄
える。そのシナリオを絶対に失ってはいけないと思い
ます。
●１ｇ＝１円製品から脱却せよ
私はいつも申し上げているのですが、１ｇ＝１円製
品から脱却せよ、と言っています。
１ｇ＝１円とは何かというと、いま一番元気なのは
自動車、とくにトヨタ自動車です。トヨタは、少しず
つ付加価値の高いクルマにシフトしていますが、一般
の大衆車のカローラをとれば、かつてのコロナ、いま
のプレミオなどの大衆車は、大体１ｔ弱で、価格は
100万円台ですね。１ｔで100万円ということは、１ｇ＝
１円です。ところが、長岡にも鉄製品や鋳物の会社も
あると思いますが、鉄や鋳物は、１㎏当たり原材料は
120円、付加価値をつけると200円ですが、１ｇあたり
だと12銭～20銭です。１ｇ＝0.1円、10銭、20銭とは何
かというと、水の値段よりも安いのです。水は、普通
ペットボトルで100円。小さいのは200㏄、大きいのは
500㏄。小さい200㏄のものとして、100ｇで５円にな
る。ただ水をつめているだけで５円です。お米なんか
も換算していただければわかりますが。
本日、産業界の方がおられれば、ご自身の会社の製
品を、１ｇいくらか、１㎏いくらか考えていただきた
い。自分の会社は１ｇいくらの製品を造っているか。
調べていただければ、必ず１ｇあたり高い製品の方が
付加価値が高くなっています。
長岡でも、液晶やデジタル家電の会社がありますね。
そういう会社の製品は、１ｇ＝10円とか20円もする。
僕は小さいパソコンを持っていますが、松下のパソコ
ンです。ものすごい軽いのですが、20万円する。１㎏
5はない。グラム20円はしますね。最近、デジタルカメ
ラは、ものすごく小さい。一番小さいのは200ｇくらい
しかない。200ｇで４万円とすれば、１ｇ＝20円なん
です。１ｇ＝20円の製品をつくるのがいいのか、１ｇ＝
１円の製品をつくるのがいいかと言ったら、１ｇ＝20
円をつくった方がいいに決まっていますね。少しずつ
高付加価値製品にシフトしていかなければなりませ
ん。旧態依然とした鉄製品だけではダメなのです。す
こしずつでいいから、１ｇあたり10円とか100円の高
い付加価値の産業に移行するように考えていただきた
い。そういうふうに日本全体がシフトしていかないと
加工貿易立国は成り立って行かないのです。
●新技術にどう取り組むか－技術戦略を明確に！－
では具体的にどういう方向で技術を開発するのかと
いうことですが、経済産業省で国を挙げて技術戦略マ
ップに取り組むことにしました。今年度、400頁にわ
たる分厚い詳細な資料を出しています。日本の英知を
集めた技術戦略です。是非それを一回ごらんになって
いただきたいです。
分野としては、発展するであろう情報通信、ライフ
サイエンス、環境・エネルギー、製造、こういう分野
についてそれぞれどういう技術が何年までにどういう
ふうに達成されるか、ビジネスはどれくらいになるか
ということについて、相当の英知を集めてまとめてい
ます。まだほんの入り口だけで、全部ができているわ
けではない。全部を詳細にごらんになる必要はありま
せん。
長岡のこれまでの産業を考えた場合は、どうしても、
製造産業分野が一番長岡には関連している。製造業に
は、ロボット、航空機、宇宙、ナノテク、部材、MEMS、
グリーンバイオなどがあります。 MEMS は、Micro
Electro Mechanical Systemsで、小型で１ｇ＝100円、
200円はする。長岡には、航空機、宇宙はほとんどあ
りませんが、ナノテク、部材、グリーンバイオなどが
若干ありますが、やはり、長岡の場合は、ロボットを
中心とした機械産業、ナノテク、部材、 MEMS など
が一番得意なのではないでしょうか。その分野に特化
し、よく読んで、なるほどこうなっているのか、これ
が基本的なガイドラインだと理解した上で、自分たち
の戦略を考えるべきだというのが私の考えです。例え
ば、ナノテク分野の10年、15年後の技術革新はどうな
るか、製品ではどうなるか、どう応用されるでか、さ
らにロードマップはどうか、基盤の技術はどういうも
のがあるか。それぞれについて、ブレイクダウンして
細かく書いてあります。ですから、今日ご参加いただ
いた方は是非、経済産業省の技術戦略ロードマップを
見ていただきたい。５年後の技術はこんなふうになり
そうだ、では先取りしてこういう提案をしようという
ふうにしていただきたい。これはほんの一例ですが、
ぜひそういう風にして見ていただければと思います。
●日本のモノづくり再生の要因－モジュール設計への
転換－
これは私がいつも申し上げているのですが、日本の
1990年代に、バブルが崩壊した後に、日本のものづく
りがひところ非常によくなったのはなぜか。要するに、
日本の90年代がよくなったのは、モノを小さくした。
マイクロにしたことなのです。それからモノをいろい
ろ集めてシステムにしたことです。さらに、モノにコン
ピュータをくっつけてインテリジェントにしたことで
す。この３つで日本は製品技術のプロダクトイノベー
ションを行った。その例は、先ほど申し上げたデジタ
ルカメラだとかパソコンだとかデジタル家電などで、
光とメカとエレクトロニクスをくっつけた、オプトメ
カトロ製品なのです。オプトメカトロ製品こそが日本
をリードしてきているのです。
ところが、いわゆる IT バブル崩壊で日本経済がシュ
リンクしてしまった。どうにか財務再生を果たし、
2000年に入って、また日本のものづくりは復活してき
た。今度復活したのは、新しいプロダクトをつくって
きたのではありません。作り方で工夫をしてきている。
作り方は何かというと、トヨタ自動車が好調なのを見
ればわかります。1980年代にはクルマは多種多様でい
ろいろなお客さんの好みに合うものを作りますと言っ
ていた。でもそのころトヨタ自動車が出していたクル
マは50種類くらいです。でも、いまトヨタ自動車の車
種、バージョンは数えきれません、たくさんありすぎ
て。なぜあんなに多様なクルマができたかというと、
１つ１つ似たようなものを集めると違ったものにな
る。これをモジュール設計といいます。モジュールと
いうのは、もともと寸法の単位という意味ですが、そ
ういうモジュラー設計を基本にしている。クルマはパ
ネル、エンジン、トランスミッション、ボディという
ふうに、７つか８つのモジュールしかない。そのモジ
ュールをいかに組み合わせてつくるかということに長
けているわけです。他の製品を見ても、パソコンでも
そうですし、みんなそうなんです。モジュール設計。
6モジュールとモジュールはうまく合わないといけな
い。だから、そこに＜摺り合わせ＞が必要になる。本
来は＜摺り合わせ＞というのは、このモジュールのな
かを作るときに、ラッピング技術みたいなものを、モ
ジュール内すりあわせというのですが、日本が得意な
のは、モジュール内のすりあわせも得意なのですが、
モジュール間のすりあわせも得意なのです。だから、
日本は強いのです。摺り合わせはハードウェアだけで
はなく、ソフトウェア、アルゴリズムについても、パ
ッケージとサブパッケージの間のモジュールの組み合
わせがある。それを含めてすりあわせが非常にいい。
それから、シャープの亀山工場のように、中国や
ASEAN などに見えないようにしてしまう。工場全体
をブラックボックスにして見えないようにする。秘密
主義ですね一種の。囲い込んでしまう。こういうこと
で、設計はモジュール化、作り方はすりあわせ、工場
全体はブラックボックス化、自動化するという形で、
作り込みの仕方を2000年になってもう一回やり直し
た。それで、再活性したのです。
ところが、これだけでは次が読めない。次に何を読
むかというと、先ほどの技術ロードマップ等を見てい
ただければわかるのですが、いま一番は、デジタル技
術です。いまデジタル家電。しかし、あと２年、３年
たったら何ですかといったら、ほとんどの製品がイン
ターネット化、あるいはモバイル化ではないか。いつ
でも何でもほしいときに使えるというので、ユビキタ
ス・ネットワーク。これがこれから２、３年のキーワ
ードになる。長岡で皆さんが製品を開発し、つくると
きに、そのキーワードに合っているか、合っていない
か。合ってなければマーケットはとれない、合ってい
るからこそマーケットがとれる。
そういう製品をいかにこれからバイオを含めて、バ
イオ・オプトメカトロニクス化するかというのが、重
要なのです。そういうことを地域として、あるいは地
域連携軸として、産学連携としてやらないと、次のス
テップに進めないということだと思います。
２　中小製造業に対する国の振興戦略
では、それに向けた国の施策はどうなっているか、
産業集積の拠点に対してどういう施策があるか、若干
概観します。
●産業クラスター戦略
先ほどご紹介いただいた TAMA 協会を私はつくっ
てきましたが、クラスターということを考えました。
クラスターとは、マイケル・ポーター大先生がおっし
ゃったことなのですが、クラスターという言葉は、葡
萄の房のことです。葡萄の房１個１個の粒をまとまっ
たマスカットとかいうようになったら、これをクラス
ターという。葡萄の１粒が長岡大学であり、長岡技術
科学大学であり、他の違う葡萄が何かの民間企業であ
り、長岡市役所である。そういうような違う機能の企
業や組織が一つにあつまって、新しい機能を創出する。
そのことによって新しい産業経済を牽引しようという
のが、産業クラスターの意味です。
私もそう思いまして、10年ほど前に、東京の西部地
域を中心にして産学官の連携活動をつくってきた。そ
れがいいのではないかということになって、俗に古川
レポートと言われていますが、それをベースにしてわ
が国の産業クラスター計画がつくられています。
それから数年経ちましたので、昨年の10月に経済産
業省の地域経済部会で、クラスター政策の基本的役割
等を整理したレポートをつくりました。ちょっと概観
します。
日本でこれから新産業をつくるときに、まず先端的
な新産業をつくっていく分野、たとえば燃料電池、情
報、ロボット、コンテンツがあげられます。それから、
市場ニーズの広がりに対応する新産業分野で、健康福
祉、環境、ビジネス支援など、さらに、ものづくり産
業の新事業展開とか、地域サービス産業の革新、食品
産業の高付加価値化などがあります。長岡は、最後の
分野のウェイトが高い。そこに軸足を置いて、最初の
先端的な新産業分野を考えないといけない。そういう
ふうに、国策に対応して考えた方がいいのではないか
と思います。
産業クラスターの展開は、いろいろな異なった機能
を持っている団体が、連携して、全体に大きくして、
新しい機能を持たせることにより、新産業を育成して
いこうという方式です。北海道から沖縄まで、国で産
業クラスター、クラスター政策を手厚く保護しようと
考えて施策を打ってきています。ところがどこをどう
探しても、当地長岡は出てこない。長岡では今までそ
ういうことを、国の施策に対応してきちんと皆でやって
いこうという意気込みが足りなかったように思います。
やはりもうちょっとやらないと、国の補助金なり支援
も得られない。大変残念だと思います。いまからでも
7遅くはないと思いますので、是非きちんとした計画を
実行するということにしていただきたいと思います。
そういう意気込みがあれば、国としてはいろいろな
支援メニューがありますから、その支援メニューに、
長岡市を中心とした提案をしていただければよろしい
のです。
●新連携戦略
今年になって、皆さんがどのくらいご存じかはわか
りませんが、中小企業育成政策と言えば、新連携がキー
ワードになっています。新連携に、今日皆さんのうち
何人が応募されているか、これが問題だと思います。
新連携の補助金は、上限は3,000万円で大したことは
ないかもしれませんが、この法律はこれまでの中小企
業関連諸法を統合して、できたものです。具体的には、
異分野連携新事業分野開拓というのが、新連携の正し
い名称です。これは異なる分野の会社が何らかの形で
一緒に手を結んで、新たな需要を開拓します。これは
二つ以上の会社がくっついて新規分野です。市場性が
あります、役割分担が明確ですというので申請を出す
と、国が補助金をくれるという制度です。
そこに当てはまるものが、新しい商品の開発・生産、
新しいサービスの開発、新しい生産や販売のしくみ、
新しいサービス提供です。当てはまらないのは、単な
る共同購入だとか発注元が同じだとか、そういう従来
のものは当てはまらない。
この４つの分野というのはちょっと考えれば当ては
まるのです、大体。国から専門のコーディネーターも
派遣されていますから、相談してくれればすぐできる
んです、やる気のある会社なら。3,000万円、小さいけ
れども補助金がもらえる。そしたら何か活動できる。
そのようにどんどん進めていかないと遅れてしまう。
ぜひ、新連携を積極的に進めてほしいと思います。
３　TAMA における産業振興・活性化
の展開
●^首都圏産業活性化協会＝ TAMA の取り組み
では、 TAMA の活動では、具体的にどうしたかを
簡単に申し上げます。 TAMA の活動は10年ほど前に
小さい団体からはじめたのですが、８年前に協議会と
して立ち上げ、５年前に、経済産業省本省の許可の社
団法人となりました。通称、 TAMA と言っています
が、これははじめ、「タマ」というのは、東京都の西
部の地域を多摩地域というのですが、意味は埼玉県や
神奈川県も含む広域多摩地域ですので、変えた方がいい
ということで、TAMA、つまりTechnology Advanced
Metropolitan Areaとした。それで、首都圏産業活性
化協会となったわけです。
さて、この組織は現在、600人会員くらいの産学官
連携組織です。社団法人としての産業活性化協会、そ
れから周辺の大学23校を統合して、 TAMA － TLO 株
式会社をつくっています。大学連携の TLO と民間を
中心とした協会が連携して、産学連携の柱となってい
ます。
一番必要なのは、ヒト、モノ、カネをいかに連携し
て有機的にやるか。これが私の基本的な考えですが、
参加する人がメリットがなければいけない。メリット
とは何かというと、具体的なベネフィット（利益）で
す。利益をもたらさなければ絶対に来てくれません。
利益をもたらすのならば、必ず会員経費もとるべきで
す。全国のクラスターを見ると、会員経費はほとんど
とっていません。私はきちんと会費を徴収しています。
そのかわり会費に見合った以上のベネフィットを返し
ていると思います。そういう組織作りをしていかない
と、連携だとかクラスターだとか言っても絶対成り立
たない。
100人くらいの規模の中小企業が、一人あたり2,000
万円売り上げるということは、年商20億円です。協会
の会費として７万円いただいています。年商20億円の
企業にとっては、たかだか７万円です。しかし、社長
がどこかでクラブで遊ぶのに７万円くらい使ってしま
うのですが、こういう協会に７万円出すかというと、
絶対出さない。７万円も出すんだったら具体的にどん
なメリットがあるんだ古川さん、とこういうふうにな
ります。だから、会費をいただく場合は、必ずリバウ
ドがあるように、そういう仕組みをつくらないといけ
ない。そして、その仕組みが会員の30％を越えたら、
あとはみんな口コミで伝わってきます。あの会に入っ
ていると補助金をもらって会社がうまくいった、コー
ディネーターが来て財務調査でうまくいった、という
ようなことがぐるぐる回ってくるとよくなる。
それから、私どもの一番いいのは、 TAMA という
ホームページがある。ホームページがヒットするよう
になったのです。どのくらいヒットするかというと、
月に10万件ヒットする。月10万件のヒット、１日4,000
件ヒットする。4,000件ヒットするホームページなんて
ない。4,000件ヒットするなかで、受発注もできるよう
8になった。だから TAMA の協会のメンバーになって
おくと会社としてメリットがあるというのが伝わりま
したから、いまや多摩だけじゃなくて地方の企業の方
もTAMA協会に入っていただいています。
●技術開発から商業化へ－売れるモノづくり－
活動内容ですが、最初の７年間くらいは失敗でした。
失敗というのは、いかに国の補助金をもらうか、国の
補助金をもらって産学連携で技術開発をするか、とい
うことを目玉に据えてきたのです。ずいぶんと国の補
助金もいただいてきました。しかしこれは、いただい
て、大学には若干よかったし、民間企業も若干よかっ
たけれど、具体的な技術、具体的な製品までなかなか
至らない。補助金をもらうとどうしても甘くなる。
付加価値率の高い製品をつくらないといけないの
で、われわれは、１ｇ＝100円の製品づくりを目指す。
だから、 MEMS をかならず製品化するというもくろ
みでやってきました。産学連携のコンソーシアムを計
測のコンソーシアム、ダイオキシンの判定のコンソー
シアム、太陽光インバータのコンソーシアム、マイク
ロ金型のコンソーシアム、いまは健康診断のコンソー
シアムと、ずっと一件２億円、３億円もらってやって
きました。しかし、具体的に製品にはなかなか結びつ
かない。やっとこれから少しずつ実を結びつつあるの
ですが、今年になってこれだけではいけないなと思い、
MEMS プロトタイプセンターというのを設立しまし
た。これは八王子市に場所を提供していただいて、私
が代表者で国費をいただいて今年３億円、来年以降２
億円で、７億円くらいで設備を投入してセンターにし
ました。多摩にはオリンパス、沖電気、富士電機とい
う３つの MEMS のサービス会社、ファンダリー会社
がありますから、そこの人たちから専門家を３人派遣
していただいて、そこに設計室を設けて中堅中小企業
のヒトがそこに来て、具体的に MEMS を設計開発す
るというセンターを興しました。
これは何かというと、いままでの開発がどうもやや
遊びに過ぎたかもしれない。これはいけないなと思っ
て、本質的にプロトタイプをつくることを目的にして
います。
２つ目には、いくら作っても売れなければどうしよ
うもないので、売れるための販路制度をつくりました。
販路制度をつくるために、１つは、先週、韓国のソウ
ルに TAMA 事務所をつくりました。一昨年はイタリ
アに TAMA の事務所をつくりました。これで２つ、
TAMA の事務所を世界につくって、 TAMA の企業を
世界的に出していくということをしています。
３つ目は、やはり甘えてはいけないということで、
ファンドをつくりました。これはファンドを、現在20
億円のファンドをつくりましたが、 TAMA ファンド
というのをつくりました。多摩地域には地銀がなく、
信用金庫が２あるだけ。このファンドは、我々が目利
きになって、資産担保をとらない金融の制度です。す
でに16件動かしていて、成功事例も出てきました。や
はりこういうふうに具体的に民間の経費をつかってフ
ァンドでも必ず戻すファンドをするということをきち
っとやらないと甘えてしまって、具体的な地域の活性
にならない。
４　大学を活用した産業活性化へ
－NAZEと地域連携がポイント！－
私は、長岡に何をサジェスチョンしたらいいのかわ
からなかったのですが、今日いらしているかはわかり
ませんが、総合プロデューサーの島田さんが、長岡の
地域産業事業の要綱と試案として出されています。こ
れには長岡市産業活性化協議会（ NAZE ）というの
がありますが、ここに相当きちんとしたプランがすで
にあるようです。そのプランをいかにだれがいつ実行
するかという時期に現在来ているので、これをきちっ
とすべきだと私は思います。大変よく出来ていると感
心したのは、20万人都市の長岡に、高専を含めて４つ
の大学があるということです。こんな地域は20万都市
にはないです。これはすごい。しかもこの４つの大学
がいろあいが全部違うというところがいいです。長岡
大学は経済・経営でマーケティング、技術・企画は長
岡技術科学大学、それからデザインは長岡造形大学、
試作指導は高専という役割分担。色合いの違った大学
をうまく、はやく使う。民間団体と市が、タクトをとっ
てやっていく。このアイデアをだれがリーダーとなっ
てやるかを是非決めるべきだと思います。でなければ
こんなに大きな絵があっても、実行しなければ意味が
ない。ぜひそういう意味で、きちっとした絵を実行に
移していただきたいと思います。その他にも、リタイ
アした先生のアイデアを使おうとか、いろいろ書かれ
ていますが、担い手がわからない。
それから、新潟市や燕・三条との地域連携が欠けて
いる。あるいは東京圏との連携が欠落している。そこ
は是非きちんとしなければいけない。さらに、国策と
9の関連、国策の活用、この点が抜けている。そこをき
ちんとすべきである。それができて、計画の年次予定
と詳細化が必要です。ブレイクダウンですね。ブレイ
クダウンの計画ができれば、計画に対するヒト、モノ、
カネの手当をきちんとしていく。ぜひ、十分、議論し
ていい結論を出していただきたい。
１時間ということで、これで私の話を終わらせてい
ただきます。どうも聴講ありがとうございました。
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